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全大発 2 通知 1 

各単組委員長 殿 

全国大学高専教職員組合 

書記長 永井信 

 

3団体共同による運営費交付金拡充を求める財務省要請（7月 24日）の報告 

 

 日頃の取り組み大変お疲れ様です。 

 全大教中央執行委員会は 7 月 24 日、筑波研究学園都市研究機関労働組合協議会（学

研労協）、日本国家公務員労働組合連合会（国公労連）との 3 団体共同で、財務省に運

営費交付金拡充を求めて要請を行いましたので報告します。 

 

記 

1．日時等 

 日時：2025年 7月 24日（木）11時～11時 30分 

 場所：財務省会議室 

 出席：要請者 学研労協、国公労連、全大教（永井） 

    財務省 主計局 柳川補佐、山崎主査、岡元係長 

 

2．要請書 

 別記を参照ください。 

 

3．要請の概要 

・団体署名 659団体分を提出し、要請者を代表して国公労連から趣旨説明を行い、その後、

各団体から要請を行った。 

 

・全大教からの要請要旨 

○運営費交付金の減少に対応するために、教育研究費の削減や教員の不補充、外部資金の獲

得などで対応してきたが限界にきている。むしろ、教育研究の高度化や役割の多様化に伴っ

て必要経費は年々増加しており、加えて、人件費増や物価高騰への対応も大きな課題となっ

ている。外部資金を含めた予算総額は減っていないという見方があるが、各大学の現場では

日々の教育研究や運営の維持すら難しい状況にある。このギャップの要因を認識していた

だきたい。 

○研究面については、外部資金は時限・目的限定であり、研究費不足から外部資金の継続的

な獲得が迫られる状況では、チャレンジングな研究テーマは躊躇せざるを得ない状況にな

る。教員からは「基礎的な研究費が足りないことで常に研究費の申請書を書いており研究時

間が足りない」「予算が取りやすい、小さな研究費に応募することが多く、長期的な研究課
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題を考える時間や環境が不足している」との意見が寄せられている。また、外部資金を活用

したポストも任期付きとなり、若手教員のポストは任期付きが半数を超えている。研究を継

続するために常に次のポストを探さないといけない状況にあり、腰を据えて研究をするこ

とが難しい状況にある。 

○運営面については、民間賃金や人事院勧告が上昇する中、各大学では予算の執行留保など

で人件費確保の努力をしているが、昨年で言えば、二けたを超える国立大学で人事院勧告に

準拠した賃上げができない状況となっている。現状では、運営費交付金は人件費や物価の上

昇に連動する仕組みとはなっていないが、人件費や物価の上昇が見込まれる社会経済情勢

のなか、それに対応できる予算措置が求められている。 

○こうした大学の現場が直面する課題に対応するために、運営費交付金の抜本的な増額を

要望したい。 

 

・財務省からの回答要旨 

○各団体から、課題や状況について説明いただき感謝を申し上げる。今後、関係省庁からの

概算要求もふまえ、予算編成過程において検討を行いたい。各団体におかれては関係省庁へ

もご説明を行っていただくようお願いしたい。 

以上 

 

（次項に要請書） 



2025年7月24日 

財務大臣  加藤 勝信  殿 

全国大学高専教職員組合 

中央執行委員長  笹倉 万里子 

筑波研究学園都市研究機関労働組合協議会 

議長 村田 義則 

日本国家公務員労働組合連合会 

中央執行委員長 浅野 龍一 

独立行政法人・国立大学法人等の運営費交付金拡充等を求める要請書 

独立行政法人（中期目標管理法人、国立研究開発法人、行政執行法人）・国立大学法人等は、

医療・教育・研究開発をはじめとして多岐にわたる業務を通じて国民生活の安定及び社会経済の

健全な発展、高等教育及び学術研究の水準の向上と均衡ある発展を支えています。 

これら法人の運営費交付金は、一部の新規業務や政府の重要施策にもとづく業務には重点配分

されてはいるものの、経常・基盤業務にかかる予算は削減され続け、多くの法人でその運営に支

障をきたしている実態にあります。近年頻発する大規模自然災害や新型コロナウイルス感染症な

どの対応に象徴されるように、人員不足による体制の脆弱性が浮き彫りになりましたが、十分な

対応がとられていません。多くの法人で、運営費交付金削減への対応として競争的資金獲得に尽

力していますが、使途が限られるため、現有施設の老朽化対策や、基礎研究などが実施できない

事例も発生しています。 

各法人の特性を勘案しない業務運営効率化目標・効率化係数の設定による管理費などの経費削

減が続けられていることにくわえて、昨今の原油・原材料価格の高騰と円安の影響等も法人運営

をさらに困難にしています。 

一部の法人で定年延長制度が導入されるなど、高齢期雇用の進展がある一方で、人権費枠の増

大が難しいため、新規採用者の抑制でしのいでいる法人も見受けられます。このように正規職員・

教員が採用できず、非正規職員・教員でその場をしのぐ法人も増加し、業務や研究の質や継続性

が保てなくなっている実情もあります。 

このように、運営費交付金削減の弊害が顕著に現れてきています。国民の安心・安全、教育を

守る独立行政法人・国立大学法人等の役割が十全に果たすためにも、運営費交付金の拡充が必要

です。 

つきましては、貴職に対し、運営費交付金を拡充するとともに、下記事項の実現にむけて誠意

ある対応を求めます。 

記 

１．国民の安心・安全を守り、経済・産業活動の基盤を支える独立行政法人等が行う業務の維持・

拡充をはかること。 

２．国立大学法人等の高等教育、学術研究、附属病院での医療の質の向上を図り、国民の教育を

受ける権利を保障すること。 

３．物価・燃料費高騰に対応できるだけの運営費交付金を確保すること。とりわけ、国立大学法

（　別　記　）　



人・国立研究開発法人については価格高騰に対応できる研究費・光熱費を充当すること。 

４．優秀な人材の流出防止と獲得や各法人の業務量に応じた要員確保などにむけて、総人権費の

増額を可能とし、そのために必要な運営費交付金を確保すること。 

５．運営費交付金は使途を特定しない渡し切りの基盤経費とし、政府による評価と結びつけるこ

とをやめること。 

６．再雇用・定年年齢の引き上げなどの高年齢者雇用制度を改善・充実させること。高齢期雇用

にかかる人件費の増大によって、新規採用抑制などが生じないよう運営費交付金を十全に措置

すること。 

７．有期雇用研究者をはじめ、有期雇用職員の無期転換権を保障し、雇用の安定をはかること。

また、 パートタイム・有期雇用労働法に基づく均等・均衡待遇を実現すること。 

 

以上 


